
平成２９年度協会けんぽ決算と 
長野支部収支見込みについて 

資料１ 



（１）平成２９年度 協会けんぽ決算について 

１ 

協会けんぽの決算 

健康保険法第７条の２８第２項 

協会は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の処理に関する書類その他厚生労
働省令で定める書類及びこれらの付属明細書を作成し、これに当該事業年度の事業報告書及び決算報告
書を添え、監事及び会計監査人の意見を付けて、決算完結後２月以内（７月末）に厚生労働大臣に提出し、
その承認を受けなければならない。 

協会定款第２１条 

理事長は、毎事業年度の決算について、あらかじめ運営委員会の議を経なければならない。 

協会定款第３１条 

支部長は、毎事業年度の決算のうち、当該支部に係る事項について、評議員の意見を聴くものとする。 

平成２９年度決算に伴う予定 

７月  ６日（金） 報道関係に対して協会けんぽ決算公表 

７月１８日（水） 長野支部評議会（７月１１日～２０日の間において全国支部で評議会を開催） 

７月２４日（火） 本部運営委員会にて審議及び承認（予定） 

７月末日 厚生労働大臣に提出後に承認（予定） 



（２）協会けんぽ決算全体像 

２ 

加入者 加入者 加入者 加入者 加入者 

事業所 

任意継続加入者 

③年金特別会計業務勘定 
（業務勘定繰入）※適用・徴収経費 

 
２３３億円 

年金特別会計健康勘定 
 

⑤２８年度未交付分：２，１１６億円 
（平成29年度に交付） 

⑥２９年度未交付分：６２２億円 
（平成30年度に交付予定） 

①保険料：８７，２８０億円 

国 

⑧保険料：６９４億円 

②雑収入 
（前年度の業務勘定繰入剰余金等） 

１３億円 

④過誤納保険料等 
２３億円 

日本年金機構 

平成２９年度運営交付金 

［全国健康保険協会］ 
 

（収入）                         （支出） 
 保険料等交付金   ８８，５３２億円       保険給付費        ５８，１１７億円 
 任継保険料         ６９４億円       拠出金等          ３４，９１３億円 
 国庫補助金等      １１，３４３億円       業務・一般管理費      １，６００億円 
 その他             １５４億円       その他              １１３億円 
 合計          １００，７２４億円       合計             ９４，７４３億円 

協
会
決
算 

国
の
会
計
ベ
ー
ス
収
支 

平成２９年度保険料等交付金 
８８，５３２億円 

［（①＋②）－（③＋④）＋⑤－⑥］ 

※端数処理のため、計数が整合しないことがある。国の決算により、今後数値が変更される場合がある。 

保険料率設定
の基準指標 



（３）平成２９年度決算見込み（国の会計ベース収支） 

［単位：億円］ 
平成２８年度 平成28年12月 

（料率設定時） 
平成29年12月 
（直近試算） 

平成２９年度 

決算 （前年度比） 決算見込み （前年度比） 

収
入 

保険料収入 
＜伸び率＞ 

８４，１４２ （＋３，６８１） 
＜＋４．６％＞ 

８６，７８４ ８８，１１５ ８７，９７４ （＋３，８３３） 
＜＋４．６％＞ 

国庫補助等 １１，８９７ （＋８２） １１，３５７ １１，３４３ １１，３４３ （▲５５４） 

その他 １８１ （＋３９） １４８ １７０ １６７ （▲１４） 

計 
＜伸び率＞ 

９６，２２０ 
（＋３，８０２） 

＜＋４．１％＞ 

９８，２８９ ９９，６２８ 
９９，４８５ 

（＋３，２６５） 
＜＋３．４％＞ 

支
出 

保険給付費 
＜伸び率＞ 

５５，７５１ （＋１，７９０） 
＜＋３．３％＞ 

５８，３８６ ５８，４８７ ５８，１１７ （＋２，３６６） 
＜＋４．２％＞ 

医療給付費 ［５０，４０１］ （＋１，６４０） － － ［５２，６５２］ （＋２，２５１） 

現金給付費 ［５，３５０］ （＋１５０） － － ［５，４６４］ （＋１１５） 

拠出金等 
＜伸び率＞ 

３３，６７８ 
 

（▲４９４） 
＜▲１．４％＞ 

３４，８６９ ３４，９１３ 
３４，９１３ 

（＋１，２３５） 
＜＋３．７％＞ 

前期高齢者納付金 ［１４，８８５］ （＋９２） １５，５２５ １５，４９５ ［１５，４９５］ （＋６１０） 

後期高齢者支援金 ［１７，６９９］ （▲２０） １８，２１９ １８，３５２ ［１８，３５２］ （＋６５３） 

退職者給付拠出金 ［１，０９３］ （▲５６７） １，１２５ １，０６６ ［１，０６６］ （▲２７） 

その他 １，８０５ （▲２８） ２，６１４ ２，３１３ １，９６９ （＋１６４） 

計 
＜伸び率＞ 

９１，２３３ （＋１，２６８） 
＜＋１．４％＞ 

９５，８７０ ９５，７１４ ９４，９９８ （＋３，７６５） 
＜＋４．１％＞ 

単年度収支差 ４，９８７ （＋２，５３４） ２，４１９ ３，９１４ ４，４８６ （▲５００） 

準備金残高 １８，０８６ （＋２，５３４） ２０，１１３ ２２，００１ ２２，５７３ （＋４，４８６） 

保険料率 １０．０％ （±０．０％） １０．０％ （±０．０％） 

注）端数処理のため、計数が整合しない場合がある。また、数値については今後の国の決算の状況により変動しうる。 

３ 



（４）協会けんぽの決算推移（国の会計ベース収支） 
 

４ 

［単位：億円］ ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

収
入 

保険料収入 
＜伸び率＞ 

６２，０１３ 
＜▲1.1％＞ 

５９，５５５ 
＜▲4.0％＞ 

６７，３４３ 
＜＋13.1％＞ 

６８，８５５ 
＜＋2.2％＞ 

７３，１５６ 
＜＋6.2％＞ 

７４，８７８ 
＜＋2.4％＞ 

７７，３４２ 
＜＋3.3％＞ 

８０，４６１ 
＜＋4.0％＞ 

８４，１４２ 
＜＋4.6％＞ 

８７，９７４ 
＜＋4.6％＞ 

国庫補助等 ９，０９３ ９，６７８ １０，５４３ １１，５３９ １１，８０８ １２，１９４ １２，５５９ １１，８１５ １１，８９７ １１，３４３ 

その他 ２５１ ５０１ ２８６ １８６ １６３ ２１９ ※１，１３４ １４２ １８１ １６７ 

計 
＜伸び率＞ 

７１，３５７ 
＜＋0.4％＞ 

６９，７３５ 
＜▲2.3％＞ 

７８，１７２ 
＜＋12.1％＞ 

８０，５６０ 
＜＋3.1％＞ 

８５，１２７ 
＜＋5.6％＞ 

８７，２９１ 
＜＋2.5％＞ 

９１，０３５ 
＜＋4.3％＞ 

９２，４１８ 
＜＋1.5％＞ 

９６，２２０ 
＜＋4.1％＞ 

９９，４８５ 
＜＋3.4％＞ 

支
出 

保険給付費 
＜伸び率＞ 

４３，３７５ 
＜＋1.6％＞ 

４４，５１３ 
＜＋2.6％＞ 

４６，０９９ 
＜＋3.6％＞ 

４６，９９７ 
＜＋1.9％＞ 

４７，７８８ 
＜＋1.7％＞ 

４８，９８０ 
＜＋2.5％＞ 

５０，７３９ 
＜＋3.6％＞ 

５３，９６１ 
＜＋6.3％＞ 

５５，７５１ 
＜＋3.3％＞ 

５８，１１７ 
＜＋4.2％＞ 

医療給付費 ［３８，５７２］ ［３９，４１５］ ［４０，９１２］ ［４１，８５９］ ［４２，８０１］ ［４４，０３８］ ［４５，６９３］ ［４８，７６１］ ［５０，４０１］ ［５２，６５２］ 

現金給付費 ［４，８０３］ ［５，０９８］ ［５，１８８］ ［５，１３８］ ［４，９８７］ ［４，９４１］ ［５，０４６］ ［５，１９９］ ［５，３５０］ ［５，４６４］ 

拠出金等 
＜伸び率＞ 

２９，０１６ 
＜＋1.0％＞ 

２８，７７３ 
＜▲0.8％＞ 

２８，２８３ 
＜▲1.7％＞ 

２９，７５２ 
＜＋5.2％＞ 

３２，７８０ 
＜+10.2％＞ 

３４，８８６ 
＜＋6.4％＞ 

３４，８５４ 
＜▲0.1％＞ 

３４，１７２ 
＜▲2.0％＞ 

３３，６７８ 
＜▲1.4％＞ 

３４，９１３ 
＜＋3.7％＞ 

前期高齢者納付金 ［９，４４９］ ［１０，９６１］ ［１２，１００］ ［１２，４２５］ ［１３，６０４］ ［１４，４６６］ ［１４，３４２］ ［１４，７９３］ ［１４，８８５］ ［１５，４９５］ 

後期高齢者支援金 ［１３，１３１］ ［１５，０５７］ ［１４，２１４］ ［１４，６５２］ ［１６，０２１］ ［１７，１０１］ ［１７，５５２］ ［１７，７１９］ ［１７，６９９］ ［１８，３５２］ 

老人保健拠出金 ［１，９６０］ ［１］ ［１］ ［１］ ［１］ ［１］ ［１］ ［１］ ［０］ ［０］ 

退職者給付拠出金 ［４，４６７］ ［２，７４２］ ［１，９６８］ ［２，６７５］ ［３，１５４］ ［３，３１７］ ［２，９５９］ ［１，６６０］ ［１，０９３］ ［１，０６６］ 

病床転換支援金 ［９］ ［１２］ ［０］ ［０］ ［０］ ［０］ ［０］ ［０］ ［０］ ［０］ 

その他 １，２５７ １，３４２ １，２４９ １，２４３ １，４５５ １，５５９ １，７１６ １，８３２ １，８０５ １，９６９ 

計 
＜伸び率＞ 

７３，６４７ 
＜＋1.7％＞ 

７４，６２８ 
＜＋1.3％＞ 

７５，６３２ 
＜＋1.3％＞ 

７７，９９２ 
＜＋3.1％＞ 

８２，０２３ 
＜＋5.2％＞ 

８５，４２５ 
＜＋4.1％＞ 

８７，３０９ 
＜＋2.2％＞ 

８９，９６５ 
＜＋3.0％＞ 

９１，２３３ 
＜＋1.4％＞ 

９４，９９８ 
＜＋4.1％＞ 

単年度収支差 ▲２，２９０ ▲４，８９３ ２，５４０ ２，５８９ ３，１０４ １，８６６ ３，７２６ ２，４５３ ４，９８７ ４，４８６ 

準備金残高 １，５３９ ▲３，１７９ ▲６３８ １，９５１ ５，０５５ ６，９２１ １０，６４７ １３，１００ １８，０８６ ２２，５７３ 

保険料率 ８．２％ ８．２％ ９．３４％ ９．５％ １０．０％ １０．０％ １０．０％ １０．０％ １０．０％ １０．０％ 

※収入（計）の伸び率は、26年度のその他収入の一時的な増加（27年度の反動減）の影響を除いた実質的な伸びで見ると、26年度が3.1％、27年度が2.7％となる。 



（５）主要計数の推移 

５ 

◇賃金の動向 

保険料収入の基礎となる賃金（標準報酬月額）は、リーマンショック（２０年秋）による景気の落込みから２１～２３年度にかけて大きく落ち込んだが、２４年度には底を打って、その
後上昇に転じた。 

２９年度の伸び率は＋０．６％であり、５年連続の上昇となった。標準報酬月額は２８．５万円と、ようやくリーマンショック前の水準（２８．５万円）まで回復した。（なお、賃金の伸び
については、２８年度の伸び（＋１．１％）と比較して半減しているが、これは、２８年度に制度改正（標準報酬月額の上限引上げ）の影響があり、その影響を除いた２８年度賃金の
伸びは＋０．６％となる。） 

◇医療費の動向 

１人当たりの医療給付費（保険給付費の９割を占める）の伸び率は、２０～２２年度までは２％前半～３％半ばで推移したのち、２３年度以降は低下して、２６年度までの伸びは１％
後半～２％の伸び率にとどまっていた。 

しかしながら、２７年度は「高額な薬剤が新たに保険医薬品として収載されたことから、２６年度までの傾向から一転して、４．４％と高い伸び率となった。また、２８年度は、診療報
酬のマイナス改定や２７年度の高い伸びの反動等から伸び率は１．１％と鈍化した。 

２９年度は、２７年度や２８年度のような伸び率の著しい増減はなく、１人当たりの医療給付費の伸び率は＋１．９％と２６年度以前の伸びの水準となった。 

◇加入者数などの動向 

被保険者数の推移は、２２年度以降、穏やかな増加傾向が続いていたが、２５年度に２％近い伸び率となったことを契機に、その後は年を追うごとに伸び率の上昇が続いている。 

２９年度もこの傾向は続き、被保険者数は３．９％（前年度：３．５％）、加入者数は２．５％（同：２．３％）の増加となった。なお、被保険者数の増加３．９％（加入者数の増加２．
５％）は、協会による医療保険運営が始まった２０年度以降で最も高い伸びとなっている。また、被保険者数の伸びが加入者全体の伸びを上回る傾向が続いていることから、扶
養率については、年々低下する傾向が強まっている。 

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

標準報酬月額（円） 
＜被保険者１人当たり＞ 

285,156 
（＋0.1％） 

280,149 
（▲1.8％） 

276,217 
（▲1.4％） 

275,307 
（▲0.3％） 

275,295 
（＋0.0％） 

276,161 
（＋0.3％） 

277.911 
（＋0.6％） 

280,327 
（＋0.9％） 

283,351 
（＋1.1％） 

285,059 
（＋0.6％） 

１人当たり保険給付費（円） 
＜加入者１人当たり＞ 

123,794 
（＋1.3％） 

127,826 
（＋3.3％） 

132,044 
（＋3.3％） 

134,705 
（＋2.0％） 

136,513 
（＋1.3％） 

138,279 
（＋1.3％） 

140,830 
（＋1.8％） 

146,549 
（＋4.1％） 

148,064 
（＋1.0％） 

150,544 
（＋1.7％） 

１人当たり医療給付費 
（円） 

110,087 
（＋2.8％） 

113,191 
（＋2.8％） 

117,189 
（＋3.5％） 

119,988 
（＋2.4％） 

122,269 
（＋1.9％） 

124,331 
（＋1.7％） 

126,827 
（＋2.0％） 

132,429 
（＋4.4％） 

133,857 
（＋1.1％） 

13６,３８９ 
（＋1.9％） 

加入者数（万人） 3,502.1 
（＋0.3％） 

3,480.7 
（▲0.6％） 

3,489.6 
（＋0.3％） 

3,487.3 
（▲0.1％） 

3,499.3 
（＋0.3％） 

3,540.8 
（＋1.2％） 

3,601.5 
（＋1.7％） 

3,680.9 
（＋2.2％） 

3,764.2 
（＋2.3％） 

3,859.7 
（＋2.5％） 

被保険者数（万人） 1,981.0 
（＋0.9％） 

1,962.4 
（▲0.9％） 

1,967.7 
（＋0.3％） 

1,969.9 
（＋0.1％） 

1,986.1 
（＋0.8％） 

2,021.3 
（＋1.8％） 

2,071.2 
（＋2.5％） 

2,136.7 
（＋3.2％） 

2,212.3 
（＋3.5％） 

2,299.7 
（＋3.9％） 

扶養率 0.768 
（▲0.010） 

0.774 
（＋0.006） 

0.773 
（▲0.001） 

0.770 
（▲0.003） 

0.762 
（▲0.008） 

0.752 
（▲0.010） 

0.739 
（▲0.013） 

0.723 
（▲0.016） 

0.702 
（▲0.021） 

0.678 
（▲0.024） 



（６）平成２９年度協会けんぽ単体での決算概要（介護含む） 

６ 

［単位：億円］ 

予算① 決算② 
 

（a）＋（b） 

差額 
②－① 

備考 

医療分（a） 介護分（b） 

収
入 

保険料等交付金 ９７，２４９ ９７，２４９ ８８，５３２ ８，７１７ － 

任意継続被保険者保険料 ７１８ ７３９ ６９４ ４５ ２１ 被保険者数が見込みを上回った 

国庫補助金等 １２，５５２ １２，５１７ １１，３４３ １，１７４ ▲３５ 

その他 １４８ １５４ １５４ － ６ 

計 １１０，６６７ １１０，６５９ １００，７２４ ９，９３５ ▲８ 

支
出 

保険給付費等 ５８，３８６ ５８，１１７ ５８，１１７ － ▲２７０ 
加入者1人当たり保険給付費が見込
みを下回った 

拠出金等 ３４，８６９ ３４，９１３ ３４，９１３ － ４４ 
前期高齢者の前々年度精算額減少 
後期高齢者の医療費増加 

介護納付金 ９，９１４ ９，８５８ － ９，８５８ ▲５６ 

業務経費・一般管理費 １，９４６ １，６００ １，６００ － ▲３４５ 健診実施率が見込みを下回った 

その他 ４５２ １１３ １１３ － ▲３３９ 
28年度保険給付費等補助金確定に
伴う減 

累積収支への繰入 ５，１００ － － － ▲５，１００ 

計 １１０，６６７ １０４，６０１ ９４，７４３ ９，８５８ ▲６，０６６ 

収支差 ０ ６，０５７ ５，９８１ ７７ ６，０５７ 

※「協会決算」における医療分（a）の収支差（５，９８１億円）と「協会会計と国の特別会計との合算ベース」における収支差（４，４８６億円）との差異（１，４９５億円）は、 
  国に保留されている未交付分保険料によるものである。具体的には、平成28年度末時点で未交付となっていた２，１１６億円が平成２９年度に交付された一方 
  で、平成２９年度末時点で未交付となった６２２億円が平成３０年度の交付となることによるもの。 
  但し、これらの未交付分は保険料率の算定には影響しない。 
※端数処理のため、計数が整合しない場合がある。 



財政特例措置期間 

（７）単年度収支差と準備金残高の推移 

７ 

協会けんぽは、各年度末において保険給付費や高齢者拠出金等の支払いに必要な額の1ケ月分を準備金（法定準備金）として、積み
立てなければならないとされている（健康保険法第１６０条の２） 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

（4年度） 
国庫補助率 

16.4％→13.0％ 

（9年度） 
自己負担割合 

1割→2割 

（10年度） 
診療報酬・薬価 
マイナス改定 

（15年度） 
自己負担割合 

2割→3割 
 

（15年～20年度） 
診療報酬・薬価 
マイナス改定 

（20年度） 
後期高齢者 
医療制度導入 

（22年度） 
国庫補助率 

13.0％→16.4％ 

746 

▲ 935 

▲ 2,809 ▲ 2,783 

▲ 4,193 

▲ 950 

34 

▲ 3,163 

▲ 1,569 

▲ 4,231 

▲ 6,169 

704 

2,405 
1,419 1,117 

▲ 1,390 
▲ 2,290 

▲ 4,893 

2,540 2,589 
3,104 

1,866 

3,726 

2,453 

4,987 
4,486 

14,935 
14,088 

11,366 

8,914 

6,260 
6,857 6,932 

8,039 

6,701 
5,526 

▲ 649 ▲ 174 

2,164 

3,695 

4,983 

3,690 

1,539 

▲ 3,179 

▲ 638 

1,951 

5,055 

6,921 

10,647 

13,100 

18,086 

22,573 

▲ 7,500 

0

7,500

15,000

22,500

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

3.1ケ月 

3.4ケ月 

3.9ケ月 

2.6ケ月 

保険給付費等に要する
費用の１ケ月分相当 

1.9ケ月 

（27年度） 
国庫補助率 

16.4％ 

（28年度） 
診療報酬・薬価 
マイナス改定 



（８）協会けんぽの保険財政の傾向 

８ 
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1.45

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

近年、医療費（１人当たり保険給付費）の伸びが賃金（１人当たり標準報酬）の伸びを上回り、協会けんぽの保険財政は赤字構造 

医療費 
（加入者１人当たり保険給付費） 

賃金 
（１人当たり標準報酬月額） 

診療報酬改定 
▲１．０％ 

診療報酬改定 
▲３．１６％ 

・乳幼児の患者負担の軽減 
（3歳未満→就学前） 
・診療報酬改定 ▲０．８２％ 

診療報酬改定 
＋０．１９％ 

診療報酬改定 
＋０．００％ 

診療報酬改定 
＋０．１０％ 

・患者負担の３割化 
・総報酬制導入 

標準報酬月額上限引上げ 

１２１万円→１３９万円 

赤
字
構
造 

診療報酬改定 
▲１．３１％（※） 

数値は平成１５年度を「１」とした場合の指数で表示したもの。（※）▲1.31％は、平成28年度の改定率▲0.84％に薬価の市場拡大算定特例の実施等も含めた実質的な改定率 



（９）支部別収支 

９ 

収支差 

収支差は、見込みと実績の乖離によって生じるものであって、収支差が生じる要因は、「全国平均分」と「地域差分」
に区分されます。 

全国平均分 

適用した保険料率の全国平均（10.00％）が実績の全国の均衡保険料率に比べて高く、剰余となったことを表し
ています。全国での単年度収支差を平成２９年度の各支部の総報酬案分率を乗じたものと一致します。 
但し、この剰余が全国平均並みにあったとした場合のものであって、実際に各支部に割り当てられているもので
はありません。 

地域差分 

2年度前の実績の27年度の加入者数や医療給付費をもとにして見込んで算出した29年度の加入者1人あたり
医療給付費が、29年度の実際の数値で算出したもの。 
（実績の全国平均との差－料率算定時の全国平均との差） 

平成29年度における地域差分の収支差は、翌々年度の平成31年度の都道府県単位保険料率の算定時に精算す
ることになります。この時に、地域差分の収支差がプラスであれば平成31年度の収入にその分が加算され（料率が
下がる方向）、マイナスであればマイナスをとったものが支出に加算されます（料率が上がる方向）。 



（１０）長野支部収支見込み 

１０ 

平成３１年度（来年度）保険料率への影響 ▲０．０３％（０．０３％引き上がる要因） 

［単位：百万円／％］ 
長野支部 全国計 

解説 計算方法 
金額 前年比 金額 前年比 

収
入 

保険料収入 139,143 101.6 8,797,446 104.6 ・一般保険料、任意継続保険料収入 ・支部の保険料率×総報酬額 

その他収入 249 98.3 16,509 92.3 － － 

  
  

その他収入（債権回収以外） 83 － 5,112  － ・貸付返済金収入、運用収入、雑収入 ・全国計の総報酬按分 

その他収入（債権回収） 166 － 11,397  － ・債権回収額 ・支部ごとの実費 

計 139,392 101.6 8,813,955 104.5 － － 

支
出 

医療給付費 69,855 101.3 4,511,222 104.0 ・保険給付費（現物）「国庫補助等控除」 ・支部ごとの実費 

年齢調整額 ▲ 781 101.4 0 － ・全国平均の年齢階級別給付費に調整 
・平均給付費から標準給付費
を減算 

所得調整額 ▲ 2,660 106.4 0 － ・全国平均の総報酬案分給付費に調整 
・支部総報酬案分給付費から
平均給付費を減算 

激変緩和額 2,343 77.3 0 － ・保険料率格差の激変を緩和するために調整 
・全国平均と当該支部の保険
料率差分に激変緩和率を乗じ
て加減 

現金給付費等 6,299 99.7 388,754 101.3 ・保険給付費（現金）「国庫補助等控除」 ・全国計の総報酬按分 

前期高齢者納付金等 53,264 106.2 3,287,482 108.0 ・拠出金等（国庫補助等控除） ・全国計の総報酬按分 

業務経費 1,851 104.5 114,239 106.2 ・協会事業運営費用「国庫補助等控除」 ・全国計の総報酬按分 

一般管理費 574 111.5 35,440 113.4 ・協会事業運営費用「国庫補助等控除」 ・全国計の総報酬按分 

その他支出 456 96.3 28,124 98.0 ・貸付金、返還金、雑収入 ・全国計の総報酬按分 

平成27年度収支差の精算 226 23.2 0 － ・省令に基づく２年度前の精算額 
・収支見込額と収支確定額と
の差額 

計 132,524 102.6 8,365,333 105.4 － － 

収
支
差 

収支差（実績） 6,868 85.2 448,622 90.0 ・平成27年度の実際の計算に基づく収支差 ・前述 

収支差（総報酬按分） 7,269 88.5 0 － ・全国計収支差に占める長野支部の収支差 ・全国計の総報酬按分 

地域差精算分 ▲ 401 257.1 0 － ・平成30年度都道府県保険料率の算定時に精算 
・収支差（実績）と収支差（総
報酬按分）との差異 


